別紙様式１
事業計画書（テレワーク導入推進）
１　企業の概要
	名称
	

	業種
	（※別紙３「産業分類表」から選択し転記すること）

	主な事業内容
	

	所在地等
	〒
電話　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ

	連絡先
	部課係名
職・担当者氏名
電話　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ
メールアドレス

	常時雇用する従業員※数
	　　　　　　　　　　　名（うち女性　　　　名）


※常時雇用する従業員とは、正社員、パート、アルバイト等の名称に関わらず、以下の①または②のいずれかに該当する従業員とする。
1 期間の定めなく雇用されている者
2 過去1年以上の期間について引き続き雇用されている者又は雇入れのときから1年以上引き続き雇用されると見込まれる者（一定期間を定めて雇用されている者又は日々雇用される者であってその雇用期間が反復更新されていて、事実上①と同様と認められる者）
２　働き方の現状
	テレワーク実施状況
	未実施　　／　既に実施している
（実施状況の詳細：　　　　　　　　　　　　　）

	労働時間の現状
	年間所定内労働時間
	年間所定外労働時間
	年間総実労働時間

	
	時間
	時間
	計　　　　　　　時間

	休暇取得の状況
	平均付与日数…①　　　　　　　　日

平均取得日数…②　　　　　　　　日
	年次有給休暇取得率（②/①）
　　　　　　　　　　％

	育児・介護の状況
	育児休業等対象従業員数…③　　　　人

育児休業等取得従業員数…④　　　　人
	育児休業等取得率（④/③）
　　　　　　　　　　％

	
	介護休業等対象従業員数…⑤　　　　人

介護休業等取得従業員数…⑥　　　　人
	介護休業等取得率（⑥/⑤）
　　　　　　　　　　％

	その他
	


　　※　①平均付与日数とは、直近の事業年度において常時雇用する労働者に対して付与した年次有給休暇の平均日数をいい、②平均取得日数とは、常時雇用する労働者がその付与された年次有給休暇を実際に取得した日数の平均値をいう。
※　③育児休業等対象従業員数及び⑤介護休業等対象従業員数とは、常時雇用する従業員のうち育児介護休業法に定める育児・介護休業の取得対象となる従業員数をいい、具体的には、直近の事業年度において、１歳未満の子を養育する労働者又は要介護状態にある対象家族を介護する労働者をいう。

※　④育児休業等取得従業員数及び⑥介護休業等取得従業員数とは、③④において対象となる育児・介護休業の取得対象となる従業員のうち、実際にその休業制度を利用した従業員の数をいう。
３　事業計画の詳細
	１　事業実施期間
	令和　　年　　月　　日　～令和　　年　　月　　日

	２　事業目的
	・事業により解決する働き方の課題


	３　補助事業の具体的な内容
	・主な取組内容


	
	・事業の実施スケジュール


	
	・事業のポイント（独自性、継続性など）



	
	・事業の実施体制（責任者、担当者、協力者等）


	４　事業実施年度毎の達成目標
	１年度目
	・各事業実施年度におけるテレワーク実施に係る具体的な達成目標について数値を交えて記載すること。

	
	テレワーク実施達成目標
	

	
	２年度目
	

	
	テレワーク実施達成目標
	

	
	３年度目
	

	
	テレワーク実施達成目標
	

	５　事業終了後の展開
	・補助事業終了後の取組の方向性について


　　備考　※事業目的及び達成目標については、２ 働き方の現状と関連性を持ち記載すること。

A　農業、林業

B　漁業

C　鉱業、採石業、砂利採取業

D　建設業

E　製造業

F　電気・ガス・熱供給・水道業

G　情報通信業

H　運輸業、郵便業

I　卸売業、小売業

J　金融業、保険業

K　不動産業、物品賃貸業

L　学術研究、専門・技術サービス業

M　宿泊業、飲食サービス業

N　生活関連サービス業、娯楽業

O　教育、学習支援業

P　医療、福祉

Q　複合サービス事業

R　サービス業（他に分類されないもの）

S　公務（他に分類されるものを除く）

T　分類不能の産業

※各項目の説明及び例示については、総務省HP（https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/02toukatsu01_03000023.html）をご参照ください。
別紙様式２
年　　月　　日
　岩手県知事　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
テレワーク導入推進事業費補助金の応募にあたっての確認書

　テレワーク導入推進事業費補助金の応募にあたって、下記の事項に同意します。
記
１　テレワーク導入推進事業費補助金（以下「本補助金」という。）の活用により、申請者が作成した「テレ
ワーク導入推進計画書」に基づき、事業開始から３年度にわたる期間内において、テレワーク導入・推進
による働き方改革等の取組を推進すること。
　また、テレワーク導入推進計画の各年度末の取組状況についての県からの照会に対し回答すること。
　
２　県内企業における働き方改革の推進のため、周知・広報や県が主催するセミナー等での事例発表、実施
状況の報告等の要請があれば協力すること。
　また、テレワークの事例調査や、事業が適切に行われているかの調査等で県が交付決定事業者を次年度
以降も含め訪問する場合があることを理解し、県に協力すること。
　３　他の補助金・助成金との併給等に関する県からの調査に協力すること。
　　
　４　申請書類及びその内容について、本事業の受託業者（ジョブカフェいわて）からの問合せに協力すること。
　５　本補助金の審査の経過や採択の結果に関する問合せについて、県は一切応じられないこと。
別紙３





日本標準産業分類（中分類）








